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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　可塑性で透光性の材料からなり被測定物の流体（１１５）が流れる管（１１０）と、
　上記管に交差する方向（１２９）から上記管を挟み、かつ上記管に密着して上記管と一
体的に形成され、上記流体の物性測定用の測定光（１３３）を通過させる一対の投受光用
部材（１２１）と、
　上記投受光用部材に取り付けられ、上記一対の投受光用部材間の部材間距離（１２６）
を上記管の変形に関係なく常に一定に保持する保持部材（１２２）と、
を備え、
　上記投受光用部材は上記管に融着して固定される、
ことを特徴とするフローセル。
【請求項２】
　可塑性で透光性の材料からなり被測定物の流体（１１５）が流れる管（１１０）と、
　上記管に交差する方向（１２９）から上記管を挟み、かつ上記管に密着して上記管と一
体的に形成され、上記流体の物性測定用の測定光（１３３）を通過させる一対の投受光用
部材（１２１）と、
　上記投受光用部材に取り付けられ、上記一対の投受光用部材間の部材間距離（１２６）
を上記管の変形に関係なく常に一定に保持する保持部材（１２２）と、
を備え、
　上記投受光用部材は、レンズ形状又は板形状にてなり互いに平行に対向して配置され、
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フッ素樹脂からなる、
ことを特徴とするフローセル。
【請求項３】
　上記投受光用部材は、可視領域、赤外領域、及び紫外領域の少なくとも一つの領域の上
記測定光を通過させる、請求項１記載のフローセル。
【請求項４】
　上記管は、フッ素樹脂にてなる、請求項１又は３記載のフローセル。
【請求項５】
　上記投受光用部材は、レンズ形状又は板形状にてなり互いに平行に対向して配置される
、請求項１、３、４のいずれかに記載のフローセル。
【請求項６】
　上記管外面と上記投受光用部材との間に介在し、上記管外面と上記投受光用部材との密
着性を向上させかつ上記管に上記投受光用部材を固定させる密着向上剤（１２３）をさら
に有する、請求項２記載のフローセル。
【請求項７】
　上記投受光用部材は、可視領域、赤外領域、及び紫外領域の少なくとも一つの領域の上
記測定光を通過させる、請求項２又は６に記載のフローセル。
【請求項８】
　上記管は、フッ素樹脂にてなる、請求項２、６、７のいずれかに記載のフローセル。
【請求項９】
　請求項１から８のいずれかに記載のフローセル（１２０）と、
　上記フローセルに備わる管（１１０）、及び上記管を流れる流体（１１５）を透過し上
記フローセルに備わる上記投受光用部材の内の受光用部材（１２１－２）を透過した測定
光（１３３）を受光する受光部（１３２）と、
　上記受光部と電気的に接続され、受光部にて検出した上記測定光の強度に基づいて上記
被測定物の濃度を求める濃度測定部（１５０）と、
　を備えたことを特徴とする流体濃度測定装置。
【請求項１０】
　可塑性で透光性の材料からなり被測定物の流体（１１５）が流れる管（１１０）内に、
該管に設けられる一対の投受光用部材（１２１）間の部材間距離（１２６）を規定するた
めの距離規定用芯材（１９０）を挿入し、
　上記管を軟化させると伴に、上記管の外側から上記距離規定用芯材に対向して上記管に
交差する方向（１２９）に沿って上記投受光用部材で上記管を挟み、かつ上記投受光用部
材を上記管に押圧して上記投受光用部材を上記管に密着させかつ脱泡状態にて融着させて
上記管と一体的に形成し、
　上記形成後、上記部材間距離を上記管の変形に関係なく常に一定に保持するための保持
部材（１２２）を上記投受光用部材に取り付ける、
　ことを特徴とするフローセルの製造方法。
【請求項１１】
　可塑性で透光性の材料からなり被測定物の流体（１１５）が流れる管（１１０）内に、
該管に設けられる一対の投受光用部材（１２１）間の部材間距離（１２６）を規定するた
めの距離規定用芯材（１９０）を挿入し、
　上記管を軟化させると伴に、上記管の外側から上記距離規定用芯材に対向して上記管に
交差する方向（１２９）に沿って上記投受光用部材で上記管を挟み、かつ上記投受光用部
材を上記管に押圧して上記投受光用部材を上記管に密着させて上記管と一体的に形成し、
　上記形成後、上記部材間距離を上記管の変形に関係なく常に一定に保持するための保持
部材（１２２）を上記投受光用部材に取り付け、
　上記投受光用部材は、レンズ形状又は板形状にてなり互いに平行に対向して配置され、
フッ素樹脂からなる、
　ことを特徴とするフローセルの製造方法。
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【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、例えば半導体や液晶表示装置等の製造工程に使用される流体における被測定
物の測定用として配管に取り付けられるフローセル、該フローセルの製造方法、及び上記
フローセルを備えた流体濃度測定装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　一般に、半導体や液晶表示装置等の製造工程において、使用する流体つまりプロセス用
薬剤水溶液に含まれる薬剤の濃度を正確、簡単かつ迅速に測定することは、これら製造分
野において広く要請されている課題である。
【０００３】
　半導体の分野におけるシリコンウエハ洗浄工程やフォトエッチング工程あるいは液晶表
示装置の製造工程等で使用されている酸、例えばフッ酸、硝酸、酢酸、リン酸、塩酸、硫
酸等の混合物等の処理液に関しては、製品の歩留の向上、安全性や作業効率等の観点から
、これら処理液中の酸の濃度管理が不可欠であり、そのための濃度分析とこの濃度分析に
基づいて所定の濃度となるように酸を自動的に供給する自動化が要請されている。
【０００４】
　上記処理液のような流体に含まれる被測定物の濃度を測定する方法の一つとして、配管
を流れる流体に光を照射しその透過光強度を測定する方法がある（例えば、特許文献１参
照。）。上記透過光強度を測定するためにフローセルが配管に設けられる。ここでフロー
セルとは、試料液体へ光線を照射するために用いる光透過性材料にて形成された流路部分
である。
　フローセルは、流体の流れ方向に直交し光が流体を透過するように設けられる光の通路
を備えるが、該光通路長の変動を低減することが流体を透過する透過光の強度を高精度に
測定するための要件の一つである。通常、上記光通路長は、配管の内径よりも小さく、従
来のフローセルでは、配管を偏平な形に絞り込む、あるいは小径の管を途中に介在させる
等の構成を採ることで、必要な光通路長を得ている。しかしながら、このようなフローセ
ルでは、配管を流れる流体にとってフローセルが抵抗となることから、流体の圧力損失を
大きくしてしまうという問題がある。
【０００５】
　このような圧力損失の問題を解決すべく、光透過部の周囲に、管の流路断面積にほぼ等
しい断面積を有する流体通路を設けたフローセルも提案されている（例えば特許文献２参
照）。上述のように、測定精度において光通路長が重要な要件の一つであるが、配管内の
流体の温度等の影響により光通路長は変化し易い。よって、上記特許文献２に開示される
フローセルにおいも、光透過部は石英のような熱膨張率の低い材料にて形成し、光通路長
が変動しないようにしている。
【特許文献１】特開平６－２６５４７１号公報
【特許文献２】特開平７－１２７１３号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　しかしながら、上記特許文献２に開示されるフローセルであっても、図１１に示すよう
に、フローセルの光透過部１２は管内に配置されており、圧力損失の問題を低減したとし
ても、管内、つまり流体に接触する形態にて異物を配置するという問題が存在する。即ち
、流体が例えば上述のようなシリコンウエハ洗浄工程等に使用される処理液であるとき、
洗浄工程では有機物や金属等の混入は絶対に避けねばならず、測定用とは言え配管内に処
理液以外の異物が存在することは好ましくない。又、上述したフッ酸等の酸に耐え得る材
料としては、フッ素樹脂、石英、サファイヤがあるが、例えば石英は、フッ酸に浸食され
ることから、上述のような石英を使った光透過部１２を有するフローセルは使用できない
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。又、サファイヤではアルミが溶出することから、測定された流体は廃棄しなければなら
ない。このように、配管内に光透過部を設ける構成では、適用流体が限定されたり、流体
を循環して使用できない等の問題を生じる。
　さらに又、配管形状とは異なる形状を有するフローセルを設けた場合には、配管から流
体を排出した後においてもフローセル部分に液溜まりが生じたり、上述のように圧力損失
の発生や、流速の変化等も発生し、フローセルを設けたシステム全体へ悪影響を招くこと
も懸念される。
【０００７】
　さらに又、上述したような問題点を解決するため、予め投光部及び受光部を設置した部
分に配管をセットするように構成することで、配管自体には何ら細工を施さずに測定を可
能とした測定器も存在する。しかしながら、このような構成では、管壁と、投光部及び受
光部とが密着しないことから、投光部から配管に照射される光、並びに、配管及び流体を
通過して受光部に入射する光の強度自体が変動してしまうことが懸念される。又、上述し
たように、配管内の流体の温度や圧力等の作用により、配管自体が伸縮することから、上
述の、管壁と、投光部及び受光部との密着不良に起因して、上記光通路長が変動すること
も懸念される。したがって、このような測定器では、満足な測定値精度が得られないと考
えられる。
【０００８】
　本発明は、上述したような問題点を解決するためになされたもので、従来に比べて高精
度にて流体内の被測定物の測定が行える、フローセル、フローセルの製造方法、及び流体
濃度測定装置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　上記目的を達成するため、本発明は以下のように構成する。
　即ち、本発明の第１態様におけるフローセルは、可塑性で透光性の材料からなり被測定
物の流体が流れる管と、
　上記管に交差する方向から上記管を挟み、かつ上記管に密着して上記管と一体的に形成
され、上記流体の物性測定用の測定光を通過させる一対の投受光用部材と、
　上記投受光用部材に取り付けられ、上記一対の投受光用部材間の部材間距離を上記管の
変形に関係なく常に一定に保持する保持部材と、
を備え、
　上記投受光用部材は上記管に融着して固定される、
ことを特徴とする。
　また、本発明の他の態様におけるフローセルは、可塑性で透光性の材料からなり被測定
物の流体が流れる管と、
　上記管に交差する方向から上記管を挟み、かつ上記管に密着して上記管と一体的に形成
され、上記流体の物性測定用の測定光を通過させる一対の投受光用部材と、
　上記投受光用部材に取り付けられ、上記一対の投受光用部材間の部材間距離を上記管の
変形に関係なく常に一定に保持する保持部材と、を備え、
　上記投受光用部材は、レンズ形状又は板形状にてなり互いに平行に対向して配置され、
フッ素樹脂からなる、ことを特徴とする。
【００１０】
　又、上記管外面と上記投受光用部材との間に介在し、上記管外面と上記投受光用部材と
の密着性を向上させかつ上記管に上記投受光用部材を固定させる密着向上剤をさらに有し
てもよい。
【００１３】
　又、上記投受光用部材は、可視領域、赤外領域、及び紫外領域の少なくとも一つの領域
の上記測定光を通過させるものでもよい。又、上記管は、フッ素樹脂にて形成されてもよ
い。又、上記投受光用部材は、レンズ形状又は板形状にてなり互いに平行に対向して配置
することができ、さらに石英、サファイヤ、ホウ素及び珪素を含むガラス材、又はフッ化
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カルシウムにて形成することができる。又、上記投受光用部材は、フッ素樹脂から形成す
ることができる。
【００１４】
　さらに本発明の第２態様における濃度測定装置は、上述の第１態様のフローセルと、
　上記フローセルに備わる管、及び上記管を流れる流体を透過し上記フローセルに備わる
上記投受光用部材の内の受光用部材を透過した測定光を受光する受光部と、
　上記受光部と電気的に接続され、受光部にて検出した上記測定光の強度に基づいて上記
被測定物の濃度を求める濃度測定部と、
　を備えたことを特徴とする。
【００１５】
　さらに本発明の第３態様における、フローセルの製造方法は、可塑性で透光性の材料か
らなり被測定物の流体が流れる管内に、該管に設けられる一対の投受光用部材間の部材間
距離を規定するための距離規定用芯材を挿入し、
　上記管を軟化させると伴に、上記管の外側から上記距離規定用芯材に対向して上記管に
交差する方向に沿って上記投受光用部材で上記管を挟み、かつ上記投受光用部材を上記管
に押圧して上記投受光用部材を上記管に密着させかつ脱泡状態にて融着させて上記管と一
体的に形成し、
　上記形成後、上記部材間距離を上記管の変形に関係なく常に一定に保持するための保持
部材を上記投受光用部材に取り付ける、
　ことを特徴とする。
　また、本発明の他の態様における、フローセルの製造方法は、可塑性で透光性の材料か
らなり被測定物の流体が流れる管内に、該管に設けられる一対の投受光用部材間の部材間
距離を規定するための距離規定用芯材を挿入し、
　上記管を軟化させると伴に、上記管の外側から上記距離規定用芯材に対向して上記管に
交差する方向に沿って上記投受光用部材で上記管を挟み、かつ上記投受光用部材を上記管
に押圧して上記投受光用部材を上記管に密着させて上記管と一体的に形成し、
　上記形成後、上記部材間距離を上記管の変形に関係なく常に一定に保持するための保持
部材を上記投受光用部材に取り付け、
　上記投受光用部材は、レンズ形状又は板形状にてなり互いに平行に対向して配置され、
フッ素樹脂からなる、ことを特徴とする。
【発明の効果】
【００１６】
　本発明の第１態様のフローセル、第２態様の濃度測定装置、及び第３態様における上記
フローセルの製造方法によれば、投受光用部材及び保持部材を備え、投受光用部材は管と
一体的に形成され、かつ保持部材にて投受光用部材を支持したことから、流体の温度や圧
力により管が変形した場合でも、投受光用部材間の部材間距離は常時一定に保持すること
ができる。したがって、従来に比べて高精度にて流体内の対象物の濃度測定が可能となる
。又、管内部には測定用の構成部分が存在しないことから、圧力損失の発生や、流速の変
化等も発生しない。よって、フローセルを設けたシステム全体へ悪影響を及ぼすこともな
い。さらに又、管内部に測定用構成部分が存在しないことから、上記測定用構成部分が流
体へ溶出するという問題も発生しない。よって、適用可能な流体が限定されることもない
。
【００１７】
　投受光用部材と管とを一体的に形成する方法としては、密着向上剤を使用するのが簡便
である。又、融着することで、より強固に両者を合体させることができ、又、測定光に対
する影響を低減することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１８】
　本発明の実施形態である、フローセル、該フローセルの製造方法、及び上記フローセル
を備えた流体濃度測定装置について、図を参照しながら以下に説明する。尚、各図におい
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て、同じ構成部分については同じ符号を付している。
　尚、流体内の被測定物として、本実施形態では、シリコンウエハ洗浄工程やフォトエッ
チング工程あるいは液晶表示装置の製造工程等で使用されている酸、例えばフッ酸、硝酸
、酢酸、リン酸、塩酸、硫酸等の混合物等の処理液中の酸を例に採る。又、上記フローセ
ルを利用して上記酸の濃度測定を行う場合を例に採る。よって、本実施形態においてフロ
ーセルは、流体濃度測定用フローセルである。
　但し、流体及び被測定物は、上記処理液及び酸に限定されるものではなく、又、上記被
測定物における測定項目も「濃度」に限定するものではない。よって、フローセルも、配
管を流れる流体に含まれる被測定物を、透過光の強度に基づいて測定するために使用可能
なものである。
【００１９】
　まず、上記流体濃度測定用フローセルについて説明する。
　図１及び図２に示すように、本実施形態の流体濃度測定用フローセル１２０は、基本的
構成として、管１１０と、投受光用部材１２１と、保持部材１２２とを備え、図５に示す
上記実施形態の流体濃度測定装置１０１におけるフローセル部分を構成する。尚、上述し
たようにフローセルとは、試料液体へ光線を照射するために用いる光透過性材料にて形成
された流路部分である。
【００２０】
　上記管１１０は、後述する流体濃度測定装置１０１において、被測定物を含む流体１１
５が流れる配管１１４と同一の管であり、被測定物を含む流体の種類、使用条件等に応じ
て、種々の材質及び寸法にてなるものを適宜選択することができる。本実施形態では、管
１１０は、可塑性で透光性の材質からなり、一例として、フッ素樹脂にてなり、１／４～
１インチ程度の直径を有する。尚、フッ素樹脂材としては、例えばパーフルオロ樹脂（Ｐ
ＦＡ）、ポリ４フッ化エチレン（ＰＴＦＥ）、又はフッ化エチレンプロピレン（ＦＥＰ）
等が好ましい。
【００２１】
　上記投受光用部材１２１は、透光性の材料にてなる一対の投光用部材１２１－１及び受
光用部材１２１－２からなり、管１１０の外側から管１１０に交差する交差方向１２９に
沿って管１１０を挟み、かつ管１１０に密着して管１１０と一体的に形成される部材であ
る。このように設置される投受光用部材１２１は、管１１０内の流体における被測定物の
物性を測定するための測定光１３３を通過させる。本実施形態では、上記交差方向１２９
は、管１１０の軸方向１１１に対して、測定光１３３の光軸１３３ａが直交する方向であ
り、図２に示すように、投光用部材１２１－１と受光用部材１２１－２とは、管１１０の
軸方向１１１において同位置で互いに対向しかつ平行に配置される。しかしながら、交差
方向１２９は、上記直交方向に限定するものではなく、投光用部材１２１－１と受光用部
材１２１－２とが管１１０の軸方向１１１において互いにずれて配置され、測定光１３３
の光軸１３３ａと軸方向１１１とが９０度以外の角度で交差するように構成されてもよい
。
【００２２】
　又、従来のフローセルの場合と同様に、当該流体濃度測定用フローセル１２０において
も、投受光用部材１２１間の距離、つまり投光用部材１２１－１と受光用部材１２１－２
との間の部材間距離１２６は、変動しないことが測定精度上、非常に重要である。そこで
本実施形態では、部材間距離１２６を不変に維持するため、管１１０への投受光用部材１
２１の取り付け方法を工夫するとともに、保持部材１２２を設けている。これらについて
は、追って詳しく説明する。
【００２３】
　測定光１３３は、可視領域、赤外領域、及び紫外領域の少なくとも一つの領域における
光であり、測定光１３３の種類に応じて、投受光用部材１２１の材質が選択される。本実
施形態では、投受光用部材１２１は、石英、サファイヤ、例えばＢＫ７と呼ばれホウ素と
珪素とを含む光学ガラス材、フッ化カルシウム、又はフッ素樹脂等の材質からなる。尚、
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フッ素樹脂材としては、例えばパーフルオロ樹脂（ＰＦＡ）、ポリ４フッ化エチレン（Ｐ
ＴＦＥ）、又はフッ化エチレンプロピレン（ＦＥＰ）等が好ましい。
【００２４】
　上述の各材料において、投受光用部材１２１用として、最も汎用的にはＢＫ７が用いら
れる。ＢＫ７は可視領域及び近赤外領域の光を透過する。一方、可視領域より短波長側の
紫外領域、及び近赤外領域より長波長側の中赤外領域の光を扱う場合には、ＢＫ７以外の
光学部材を使う必要がある。紫外領域までも測定できる材料して石英がある。石英は、紫
外領域、可視領域、及び近赤外領域の光を透過することができる。尚、フッ酸に対して溶
解する短所がある。フッ酸に対して耐久性がある材料としてサファイアがある。サファイ
アは、紫外領域、可視領域、及び近赤外領域の光を透過することができる。フッ化カルシ
ウムは、紫外領域、可視領域、近赤外領域、及び中赤外領域まで、広範囲の光を透過する
ことができるが、水に対して溶解する特性があり、湿度が多い環境下では好ましくない。
又、フッ素樹脂材は、光透過性が上述の各材料に比べて劣る。
【００２５】
　尚、後述するように、管１１０に投受光用部材１２１を密着させる方法の一つとして、
融着させる方法がある。この場合、両者の性状が同一又は近似する方が良好な融合性を得
られることから、管１１０が例えばフッ素樹脂からなるときには、投受光用部材１２１も
フッ素樹脂からなるのが好ましい。
【００２６】
　又、投受光用部材１２１は、板状や、図４に示すようにレンズ状の形状を採ることがで
きる。板形状は、衝撃等の外乱による部材間距離１２６への影響が少ないことから好まし
い。尚、図４では凸レンズを図示しているが、凹レンズを用いることもできる。又、本実
施形態では、投光用部材１２１－１及び受光用部材１２１－２は、共に板状の部材で同形
状のものを用いているが、両者で異ならせることもできる。
【００２７】
　又、投受光用部材１２１の大きさは、測定光１３３を透過させるという投受光用部材１
２１の機能から、最低限、測定光１３３の通過に必要な寸法を確保すればよく、該寸法は
、例えば約５ｍｍである。よって、投受光用部材１２１は、約５ｍｍ角以上、あるいは直
径約５ｍｍ以上で、管１１０の直径にほぼ相当するまでの大きさを有する。又、投受光用
部材１２１が板形状であるとき、その厚みは、管１１０の外径と肉厚により、管１１０を
投受光用部材１２１にて挟持したときの圧力が変わるため、それに耐えうる厚さにする必
要がある。但し、厚さを増すほど減光量が増すため、適宜な厚みが選択される。尚、本実
施形態では、例えば２～５ｍｍである。
【００２８】
　投受光用部材１２１を管１１０へ密着させて管１１０と一体的に形成させる方法として
、図１に示すように密着向上剤１２３を用いる方法と、図３に示すように投受光用部材１
２１と管１１０とを融着させ融着部分１２４を形成する方法とがある。上記密着向上剤１
２３は、管１１０の外面１１０ａと、投受光用部材１２１との間に介在し、管外面１１０
ａと投受光用部材１２１との密着性を向上させかつ管１１０に投受光用部材１２１を固定
させる物質である。一例として、エポキシ系、シリコン系、及びシアノアクリレート系等
の接着剤が使用可能である。尚、図１及び図３において、密着向上剤１２３及び融着部分
１２４は、明瞭化のため実際より誇張して図示している。
【００２９】
　又、上述のように投受光用部材１２１を測定光１３３が透過することから、密着向上剤
１２３及び融着部分１２４に気泡が混在すると光の屈折や散乱等が生じ測定精度を劣化さ
せる。よって、いずれの方法においても脱泡することが肝要となる。例えば、撹拌脱泡装
置を用いて脱泡を行うことができ、撹拌脱泡装置としては例えば日本国特許第２７１１９
６４号、３２１３７３５号に開示されるような、例えば遠心力作用を利用して脱泡を行う
装置が使用可能である。
　尚、投受光用部材１２１を管１１０と一体的に形成させるための具体的方法については
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後述する。
【００３０】
　上記保持部材１２２は、投受光用部材１２１に取り付けられ、一対の投受光用部材１２
１間の部材間距離１２６を管１１０の変形に関係なく常に一定に保持する部材である。尚
、本実施形態では、部材間距離１２６の基準位置を、対向する各投受光用部材１２１の対
向面としているが、これに限定するものではなく、投受光用部材１２１における任意の位
置を基準に採ることができる。
　上述したように、フローセルにおいて、部材間距離１２６が変動しないことは、測定精
度上、非常に重要である。一方、管１１０は、内部を流れる流体の温度や圧力等の影響に
より変形する。したがって、たとえ、上述のように投受光用部材１２１が管１１０と一体
的に形成されたとしても、投受光用部材１２１を支持する部材が存在しなければ、管１１
０の上記変形に伴い、部材間距離１２６も変動してしまう。そこで、管１１０の変形に関
係なく部材間距離１２６を常に一定に維持する保持部材１２２が投受光用部材１２１に取
り付けられる。
【００３１】
　保持部材１２２は、図１に示すようにコ字状の断面にてなり管１１０に沿って延在する
部材であり、取付部材１２２１と、連結部材１２２２とを有し、取付部材１２２１と連結
部材１２２２とが一体的に成形されて保持部材１２２を構成する。このような保持部材１
２２は、上述のように部材間距離１２６を管１１０の変形に関係なく常に一定に保持する
機能を果たすため、剛性を有する部材であって、例えばアルミニウムやステンレス等の金
属材等から作製される。
【００３２】
　取付部材１２２１は、管１１０を挟むように互いに対向しかつ平行に配置された、一対
の平板形状にてなる部材であり、互いの対向面１２２１ａにはそれぞれ投受光用部材１２
１が固定される。尚、該固定は、取付部材１２２１に対して投受光用部材１２１が容易に
移動しない程度の押圧力にて取付部材１２２１で投受光用部材１２１を挟持する方法で行
う。さらに、投受光用部材１２１において測定光１３３が通過しない部分に接着剤を塗布
して取付部材１２２１に固定してもよい。又、固定に当たり、取付部材１２２１と投受光
用部材１２１との摩擦力を増し投受光用部材１２１のずれを防ぐために、例えば取付部材
１２２１に溝等を形成するのが好ましい。
　各取付部材１２２１には、投受光用部材１２１に対応する部分に、取付部材１２２１を
その厚み方向に貫通し測定光１３３の光軸１３３ａを通過させるための貫通穴１２２３が
形成されている。貫通穴１２２３の断面形状は、特定されるものではなく、例えば円形で
、その直径が最低５ｍｍ程度にてなる円形形状とすることができる。勿論、貫通穴１２２
３の大きさは、投受光用部材１２１よりも小さい。
【００３３】
　又、投受光用部材１２１がレンズ形状であるとき、取付部材１２２１の対向面１２２１
ａには、レンズ表面の形状に応じた凹凸が形成されていてもよい。例えば、投受光用部材
１２１が図４に示すような凸レンズであるとき、対向面１２２１ａには、レンズ表面の形
状に応じた凹部が形成されていてもよい。
【００３４】
　連結部材１２２２は、取付部材１２２１の対向面１２２１ａを対向させかつ平行に配置
するように各取付部材１２２１を連結する部材であり、部材間距離１２６を規定し、かつ
規定した部材間距離１２６の変動を禁止する部材である。管１１０の径寸法によるが、部
材間距離１２６は、本実施形態では約２～２０ｍｍである。尚、本実施形態では、図１に
示すように、取付部材１２２１と連結部材１２２２とは一体的に成形されていることから
、保持部材１２２では部材間距離１２６を変更することはできない。しかしながら、例え
ば、連結部材１２２２を伸縮可能な構造としたり、取付部材１２２１の対向面１２２１ａ
間の距離を変更可能なように一方の取付部材１２２１を連結部材１２２２に対して移動可
能な構造としたりすることで、部材間距離１２６を可変とした構造を有する保持部材１２
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２とすることもできる。但し、部材間距離１２６を可変とした構造を有する場合でも、一
旦規定した部材間距離１２６は、管１１０の変形に応じて変動することはない。
【００３５】
　以上説明した構成により、流体濃度測定用フローセル１２０が形成される。
【００３６】
　以下に、投受光用部材１２１を管１１０と一体的に形成させる、本実施形態での方法に
ついて図６から図１０を参照して説明する。尚、ここでは、板状の投受光用部材１２１を
例に採るが、どのような形状の投受光用部材１２１についても適用可能である。
【００３７】
　図６のステップＳ１では、当該流体濃度測定用フローセル１２０を構成する管１１０を
用意し、当該管１１０内へ、図７に示すように距離規定用芯材１９０を挿入する。該距離
規定用芯材１９０は、上述したように管１１０に対して対向して配置される一対の投受光
用部材１２１の部材間距離１２６を規定するための部材であり、又、以下に説明するよう
に投受光用部材１２１を管１１０に押圧するときの台座となる部材である。このような距
離規定用芯材１９０は、部材間距離１２６に対応した大きさ、及び一対の投受光用部材１
２１を対向させて平行に配置させる形状、即ち、角材であって、互いに平行にて対向する
２つの平面１９０ａ，１９０ｂを有し、アルミニウムやステンレス等の金属材や、ガラス
等にてなる。対向する２つの平面１９０ａ，１９０ｂ間の距離は、部材間距離１２６－α
の寸法にてなる。ここでαは、密着向上剤１２３を介在させるときには、管１１０の管厚
と密着向上剤１２３の厚みとの加算値を２倍した値となる。又、以下に説明するように、
効果的な管１１０の加熱が可能なように、距離規定用芯材１９０は、管１１０の軸方向１
１１に沿って貫通穴１９０ｃを有する、例えば図示するような筒状の角材であってもよい
。
【００３８】
　尚、投受光用部材１２１がレンズ形状である場合、距離規定用芯材１９０の上記平面１
９０ａ，１９０ｂには、レンズ表面の形状に応じた凹凸が形成されていてもよい。例えば
、投受光用部材１２１が図４に示すような凸レンズであるとき、平面１９０ａ，１９０ｂ
には、レンズ表面の形状に応じた凹部が形成されていてもよい。
【００３９】
　ステップＳ２では、例えば管１１０内へ約２００～３６０℃の熱風を吹き込み、管１１
０を軟化させる。又、該軟化動作と並行して、各投受光用部材１２１における管１１０の
外面１１０ａとの接触面１２１ａに、若しくは該接触面１２１ａが押圧される管１１０の
外面１１０ａに、若しくはそれらの両方に、上記密着向上剤１２３を塗布する。該塗布後
、上記軟化動作を継続しながら、図８に示すように、距離規定用芯材１９０の上記平面１
９０ａ，１９０ｂに対向するように接触面１２１ａを配置し、各投受光用部材１２１にて
管１１０を挟む。このとき、上述したように、接触面１２１ａと管外面１１０ａとの間に
気泡を封止しないようにする。挟持後、プレス機にて、平面１９０ａ，１９０ｂに直交す
る押圧方向１９１に沿って各投受光用部材１２１を管１１０の外面１１０ａに押圧する。
本実施形態では、一例として、押圧力０．１～１ＭＰａ程度で、２～５分程度にて、押圧
動作を行う。尚、本実施形態では、押圧方向１９１は、上述の交差方向１２９に平行な方
向となる。
【００４０】
　該押圧動作により、各投受光用部材１２１の接触面１２１ａと管１１０の外面１１０ａ
とが密着しかつ各投受光用部材１２１が管１１０と一体的に形成される。
　密着向上剤１２３を用いて上記一体的形成を行う場合、以下に説明する融着の場合に比
べて簡便に行うことができる。
【００４１】
　一方、投受光用部材１２１を管１１０に融着させる場合、管１１０のみを溶融させる、
若しくは投受光用部材１２１のみを溶融させる、若しくは管１１０及び投受光用部材１２
１の両方を溶融させる、の３つの形態が考えられる。いずれの形態を採るかによって、管
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軟化温度及び押圧力は変動するが、一般的に、密着向上剤１２３を使用する上述の場合に
比べて融着させる場合には管軟化温度及び押圧力は大きくなる。例えば管１１０のみを溶
融させて投受光用部材１２１を管１１０に融着させる場合、管１１０の軟化は、例えば管
１１０内へ約２００～３６０℃の熱風を吹き込むことでなされ、各投受光用部材１２１の
管１１０への押圧動作は、押圧力０．１～１ＭＰａ程度で、２～５分程度にて行う。
　尚、融着にて上記一体的形成を行う場合においても、融着部分１２４に気泡が封止され
ないようにする必要がある。
【００４２】
　このように融着にて上記一体的形成を行う場合、上述の、密着向上剤１２３を用いる場
合に比べて投受光用部材１２１と管１１０とを、より一体的に形成することができる。又
、接合部分では投受光用部材１２１及び管１１０以外の物質を含まないことから、当該接
合部分を通過する測定光１３３への影響を考慮する必要もない。よって、密着向上剤１２
３を用いる場合に比べて、測定精度をより向上させることができる。
【００４３】
　上記一体的形成後、ステップＳ３では、上記軟化動作を停止し、図９に示すように、管
１１０内から距離規定用芯材１９０を取り出す。
【００４４】
　次のステップ４では、図１０に示すように、管１１０と一体的に形成された一対の投受
光用部材１２１における部材間距離１２６を固定するため、上記保持部材１２２を投受光
用部材１２１に取り付ける。尚、本実施形態では、上述のように、管１１０内から距離規
定用芯材１９０を取り出した後、ステップＳ４を実行しているが、ステップＳ３では上記
軟化動作の停止のみを行い、距離規定用芯材１９０の取り出しを行うことなくステップＳ
４に移行してもよい。そして、ステップＳ４の終了後、管１１０内から距離規定用芯材１
９０を取り出してもよい。
　以上説明した製造方法により、流体濃度測定用フローセル１２０が形成される。
【００４５】
　上述した構成にてなる流体濃度測定用フローセル１２０では、特に、（１）被測定物を
含む流体が流れる配管と同一の管１１０を用いる点、（２）該管１１０の外面１１０ａに
対して測定用部材を取り付けた構成であり管１１０の内側である流路部分には何ら測定用
部材を設けていない点、（３）投受光用部材１２１を管１１０と一体的に形成した点、及
び（４）管１１０と一体的に形成された投受光用部材１２１に対して部材間距離１２６の
変動を禁止する保持部材を取り付けた点の特徴的な構成を有する。このような流体濃度測
定用フローセル１２０によれば、特に上記（３）及び（４）の構成により、流体の温度や
圧力等により管１１０が変形した場合でも、部材間距離１２６が変動することはなくなる
。したがって、流体濃度測定用フローセル１２０は、従来に比べて高精度にて流体内の被
測定物の濃度測定が可能なように寄与する。
【００４６】
　又、上記（１）及び（２）の構成により、本実施形態の流体濃度測定用フローセル１２
０を設置したシステムにおいても、流体濃度測定用フローセル１２０部分にて、流体の圧
力損失が発生することはなく、又、液溜まりが生じる箇所も存在しないことになる。した
がって、例えばフローセル部分における流体の圧力損失が当該システムの全体に悪影響を
与えることはない。又、フローセルの一部の構成部分が流体内へ溶出することはなく、流
体濃度測定用フローセル１２０によれば、適用可能な流体が限定されることもない。又、
液溜まりが生じないことから、例えば配管洗浄動作等も容易に行うことができる。
【００４７】
　上述のように構成される流体濃度測定用フローセル１２０を備えて、流体内の被測定物
の濃度を測定する流体濃度測定装置を構成することができる。図５に示す流体濃度測定装
置１０１は、配管１１４と、上述の流体濃度測定用フローセル１２０と、該流体濃度測定
用フローセル１２０を有する検出部１３０と、処理部１４０と、濃度測定部１５０と、制
御部１６０とを備える。制御部１６０は、検出部１３０、及び濃度測定部１５０等の動作
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を制御する。尚、上述の流体濃度測定用フローセル１２０を備えた流体濃度測定装置の基
本的構成としては、配管１１４と、流体濃度測定用フローセル１２０と、濃度測定部１５
０と、上記検出部１３０に備わり下記の受光部１３２とを備えればよい。
【００４８】
　配管１１４は、流体濃度測定用フローセル１２０に備わる管１１０と同一の材質、形状
、及びサイズにてなる配管であり、本実施形態では、処理部１４０から送出され、流体濃
度測定用フローセル１２０を通過した流体１１５が再び処理部１４０に戻るように循環系
を構成している。該循環系には、流体１１５を循環させるためのポンプが備わる。勿論、
このような循環系を構成せず、非循環系の一部に流体濃度測定用フローセル１２０を設置
することもできる。
【００４９】
　検出部１３０は、上述の流体濃度測定用フローセル１２０と、投光部１３１と、受光部
１３２とを有する。
　投光部１３１は、流体濃度測定用フローセル１２０における投光用部材１２１－１に対
応して配置され、例えばタングステン・ハロゲンランプからなる光源から測定光１３３を
発する。尚、投光部１３１は、上記光源にて発生した測定光１３３が流体濃度測定用フロ
ーセル１２０に備わる貫通穴１２２３を通過可能とするための適宜な投光側光学系を有す
る。
【００５０】
　受光部１３２は、流体濃度測定用フローセル１２０における受光用部材１２１－２に対
応して配置され、投光部１３１から発射され、貫通穴１２２３、投光用部材１２１－１、
管１１０、流体１１５、受光用部材１２１－２、及び貫通穴１２２３を通過した測定光１
３３を受光する。尚、受光部１３２には、受光素子と、該受光素子に上記測定光１３３を
集光させるための適宜な受光側光学系とが備わる。又、受光部１３２は、濃度測定部１５
０と電気的に接続され、受光した測定光１３３の強度に応じた電気信号を濃度測定部１５
０へ送出する。
【００５１】
　処理部１４０は、被測定物に対応して設置される部分であり、例えば半導体ウエハの洗
浄液の濃度測定を行う場合には、半導体ウエハの洗浄工程部である。
【００５２】
　濃度測定部１５０は、受光部１３２から供給される電気信号に基づいて、配管１１４内
を流れる流体１１５における被測定物の濃度を求める。濃度決定方法は、例えば、上記電
気信号と濃度との既知の関係を利用する方法等、公知の種々の方法を採ることができる。
【産業上の利用可能性】
【００５３】
　本発明は、例えば半導体や液晶表示装置等の製造工程に使用される流体の濃度測定用と
して配管に取り付けられる流体濃度測定用フローセル、及び上記フローセルを備えた流体
濃度測定装置に適用可能である。
【図面の簡単な説明】
【００５４】
【図１】本発明の実施形態における流体濃度測定用フローセルの構成を示す正面図であっ
て、投受光用部材と管との間に密着向上剤を介在させた場合の図である。
【図２】図１に示す流体濃度測定用フローセルの上面図である。
【図３】本発明の実施形態における流体濃度測定用フローセルの構成を示す正面図であっ
て、投受光用部材と管とを融着させた場合の図である。
【図４】本発明の実施形態における流体濃度測定用フローセルの構成を示す正面図であっ
て、投受光用部材としてレンズを用いた場合の図である。
【図５】図１、図３、及び図４に示す流体濃度測定用フローセルのいずれかを備えた流体
濃度測定装置の構成を示す図である。
【図６】図１、図３、及び図４に示す流体濃度測定用フローセルにおいて、投受光用部材
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を管に密着させ一体的に形成する方法を説明するためのフローチャートである。
【図７】図６に示すフローチャートにおける工程を説明するための斜視図である。
【図８】図６に示すフローチャートにおける工程を説明するための斜視図である。
【図９】図６に示すフローチャートにおける工程を説明するための斜視図である。
【図１０】図６に示すフローチャートにおける工程を説明するための斜視図である。
【図１１】従来のフローセルの構成を示す図である。
【符号の説明】
【００５５】
　１０１…流体濃度測定装置、１１０…管、１１５…流体、
　１２０…流体濃度測定用フローセル、１２１…投受光用部材、
　１２１－２…受光用部材、１２２…保持部材、１２３…密着向上剤、
　１２６…部材間距離、１２９…交差方向、１３２…受光部、１３３…測定光、
　１５０…濃度測定部、１９０…距離規定用芯材。

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】
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【図６】

【図７】

【図８】

【図９】 【図１０】
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